
第二四回

参第七号

　　　夜間課程を置く高等学校における学校給食に関する法律（案）

　（目的）

第一条　この法律は、勤労青年教育の重要性にかんがみ、働きながら高等学校の夜間課程

において学ぶ青年の身体の健全な発達に資し、あわせて国民の食生活の改善に寄与する

ため、夜間学校給食の実施に関し必要な事項を定め、かつ、その普及充実を図ることを

目的とする。

　（定義）

第二条　この法律で「夜間学校給食」とは、夜間において授業を行う課程（以下「夜間課

程」という。）を置く高等学校において、授業日の夕食時に、当該夜間課程において行

う教育を受ける生徒に対し実施される給食をいう。

　（設置者の任務）

第三条　夜間課程を置く高等学校の設置者は、当該高等学校において夜間学校給食が実施

されるように努めなければならない。

　（国及び地方公共団体の任務）

第四条　国及び地方公共団体は、夜間学校給食の普及と健全な発達を図るように努めなけ

ればならない。

　（経費の負担）

第五条　夜間学校給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費並びに夜間学校給食の運

営に要する経費のうち政令で定めるものは、夜間課程を置く高等学校の設置者の負担と

する。

２　前項に規定する経費以外の夜間学校給食に要する経費は、夜間学校給食を受ける生徒

の負担とする。

　（国の補助）

第六条　国は、夜間課程を置く公立又は私立の高等学校の設置者に対し、政令で定めると

ころにより、予算の範囲内において、夜間学校給食の開設に必要な施設又は設備に要す

る経費の一部を補助することができる。

　（小麦等の売渡）

第七条　国が、食糧管理特別会計の負担において買い入れた小麦又はこれを原料として製

造した小麦粉を、農林大臣が文部大臣と協議して定める売渡計画に従い、食糧管理法

（昭和十七年法律第四十号）の定めるところにより、夜間学校給食用として売り渡す場

合における売渡の予定価格は、食生活の改善のため必要があるときは、同法第四条ノ三

第二項の規定にかかわらず、学校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）第十条の規定

により農林大臣が定める価格によるものとする。

　（小麦等の用途外使用の禁止）



第八条　前条に規定する小麦又は小麦粉を夜間学校給食用として買い受けた者、その者か

ら当該小麦又は小麦粉を夜間学校給食用として買い受けた者及びこれらの者のために当

該小麦又は小麦粉を保管する者は、当該小麦又は小麦粉を夜間学校給食以外の用途に供

する目的で譲渡し、又は夜間学校給食以外の用途に使用してはならない。

　（報告の徴取）

第九条　文部大臣又は農林大臣は、第七条に規定する売渡計画の立案又は実施のため必要

があるときは、夜間課程を置く公立又は私立の高等学校の設置者に対し、夜間学校給食

に関し必要な事項の報告を求めることができる。

　（政令への委任）

第十条　この法律に規定するもののほか、この法律の実施のため必要な手続その他の事項

は、政令で定める。

　　　附　則

１　この法律は、公布の日から施行する。ただし、第六条から第九条まで及び附則第三項

の規定は、昭和三十二年四月一日から施行する。

２　日本学校給食会法（昭和三十年法律第百四十八号）の一部を次のように改正する。

　　第三条第一項中「学校給食をいう。」を「学校給食及び夜間課程を置く高等学校にお

ける学校給食に関する法律（昭和三十一年法律第百五十七号）第二条に規定する夜間学

校給食をいう。」に改める。

３　食糧管理特別会計法（大正十年法律第三十七号）の一部を次のように改正する。

　　附則第七項中「第十条」を「第十条又ハ夜間課程を置く高等学校における学校給食に

関する法律（昭和三十一年法律第百五十七号）第七条」に改める。

４　関税定率法の一部を改正する法律（昭和二十九年法律第四十二号）の一部を次のよう

に改正する。

　　附則第八項中「中学校」を「中学校、夜間において授業を行う課程を置く高等学校」

に改める。



　　　　　理　由

　勤労青年教育の重要性にかんがみ、働きながら高等学校の夜間課程において学ぶ青年の

身体の健全な発達に資し、あわせて国民の食生活の改善に寄与するため、夜間学校給食の

実施に関し必要な事項を定め、かつ、その普及充実を図る必要がある。これが、この法律

案を提出する理由である。



　　　この法律施行に要する経費

　昭和三十二年度において、給食人員を五万人とすればその所要額は、約二千五百万円で

ある。


